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はじめに1 

 
 比較的低緯度に位置し海に囲まれたわが国は、夏季を中心に大雨が発生しやすい地理的

条件にある。数値予報技術の観点からは、湿潤対流が関わる現象の予測は、乾燥大気の方

程式系で基本的に記述される総観規模の高気圧・低気圧の予測よりも困難である。しかし、

災害の軽減という強い社会的要請を踏まえ、観測技術や数値予報技術を駆使しつつ予測技

術の改善を目指す必要がある。大雨による災害が頻発する地域における先進国として、わ

が国は率先して大雨予測技術の改善に取り組むことが求められているともいえよう。 
湿潤対流に関係する現象のうち、台風については理解が比較的進んでおり、予測精度の

向上も著しいことから、平成 21 年からは 5 日先までの進路予報が開始された。精度向上に

伴い台風の中心を取り巻く積乱雲による降雨や地形的強制上昇による降雨は、リードタイ

ムを確保しての予測も可能となってきた。しかし、平成 21 年台風第 9 号に伴う大雨災害の

ように、台風や熱帯低気圧の中心から遠く離れた地域で発生する大雨や、平成 21 年 7 月中

国・九州北部豪雨のように、前線の暖域で発生する線状降水帯等の予測にはまだまだ解決

すべき課題は多い。さらに、下層の湿り、上層の寒気や太陽放射により熱せられる地面の

影響等で発生する単独の積乱雲による局地的大雨は、現状の観測と数値予報技術では、場

所と時間を特定した予測は難しく、発生の可能性を示すのが限界である。 
平成 22 年出水期から市町村を対象とする注意報・警報業務が開始される。上記のような

予測技術の現状を踏まえ、数値予報等の予測資料を基本とする一方で、予報官が地域の特

性を考慮しつつ実況監視により気象予測の判断を加えることで注意報・警報が発表・解除

される。この研修テキストでは、ガイダンスを含め数値予報資料の現状を記述することで、

現場の予報作業の参考に供するとともに、世界の先進数値予報センターとして精度の向上

に取り組む数値予報課の活動を紹介する。 
2009 年は日本の数値予報業務が開始されてから 50 年目の節目の年である。20 世紀はじ

めのビャークネス、リチャードソンらの構想に始まり、第 2 次大戦後の米国において、現

在のコンピュータの発案者とも言われる数学者フォン・ノイマンの協力のもとで、チャー

ニーら気象学者が数値予報の第一歩を踏み出し、日本においてもそれからまもなく 1959 年

に先進的な取り組みとして数値予報が開始された。数値予報用計算機は 8 代目となり、計

算機の発展と今までの数値予報技術開発の成果を通じて、日本の数値予報は気象技術イン

フラとして深く根を下ろし太い幹となるまで発展した。これまで関わってきた方々に深く

感謝するとともに、豪雨の予測等難しい課題にも挑戦して次の 50 年の歴史への一歩を踏み

出そうとしていることをここで記しておく。 
 

                                                  
1 隈 健一 
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第１章 降水予報の検証 
 

 
1.1 メソモデルの降水予報1 

メソ数値予報モデル(MSM)は、防災気象情報作

成の支援を主な目的として運用されている。数値予

報課では、MSMの運用と精度改善に取り組んでお

り、その予報精度は着実に向上してきている(長澤 
2008)。しかし、2008年夏の降水予測精度は、MSM
の運用を開始した2001年以来、最も低い水準となっ

た。2008年は、7月や8月を中心に局地的大雨や豪雨

が日本各地で発生し、これらの顕著現象は、数多く

の災害を発生させ国民生活に甚大な被害をもたら

した。被害規模や社会的注目が大きかった主な事例

は、7月28日の北陸・近畿地方の集中豪雨、8月5日
の東京の雑司ヶ谷などの集中豪雨や局地的な大雨、

また、平成20年8月末豪雨と命名された、8月26～31
日の日本各地で発生した豪雨などである。本章では、

2008年夏のMSMの予報精度低下の原因を究明する

とともに、MSMの予報特性を明らかにする。また、

MSMは、1日8回という高頻度予報を行っており、

最大で8つの異なる初期時刻の予報を利用すること

ができる(津口 2007)。複数の異なる初期時刻の予

報を用いて降水予報に対する検証を行い、MSMの

高頻度予報の特徴を示す。 
第1.1節は、2008年の局地的大雨や豪雨事例につ

いて降水検証を行う。最初に、夏の降水予報精度の

検証結果の経年変化を示す。次に各事例の分析を行

う。そして、最後に分析の結果から事例ごとの降水

予報特性を考察する。第1.2節では、2008年の降水

予報を統計的に比較検証し、MSMの高頻度降水予

報の有効利用を目的とした調査を行う。 
 

1.1.1 2008年の夏におけるMSMの降水予報精度 

ここでは、2008年夏におけるMSMの降水予報精

度の検証結果を示す。検証期間は、MSMの現業運

用が開始された2001年から2009年までとし、各年の

6月、7月、8月のそれぞれ1ヶ月間と夏の3ヶ月間(6
～8月)を対象とする。参照値は、解析雨量を用いる。

検証格子は、格子間隔を20kmとし、降水量は、検

証格子内で平均する。閾値は、30mm/3hとする。ま

た利用する格子は陸上と沿岸40km以内の格子のみ

とする。予報時間が33時間に延長される以前の予報

結果との比較を行うため、FT=15までの予報を対象

とする。また、検証には、2001年から2005年は、

00,06,12,18UTCの4つ、2006年から2009年は、

00,03,06,09,12,15,18,21 UTCの8つの初期時刻から

の予報を利用した。 

                                                      
1 幾田 泰酵 

夏のエクイタブルスレットスコア(ETS)は、2001
年から2004年までは順調に増加し、2005年に一度大

きく成績を落としたが、2006年と2007年はETSの値

は回復し再び増加に転じた(図1.1.1(a))。ところが、

2008年の夏は再び2005年と同程度の水準にまで落

ち込んだ。ETSを6月、7月、8月の各1ヶ月平均でみ

ると2008年は、6月としては比較的高い部類に入る

が(図1.1.1(b))、7月としては2001年に続く第2位の

低い記録となり(図1.1.1(c))、8月としては2002年に

続く第2位の低い記録となった(図1.1.1(d))。2008
年夏は、特に7月と8月の降水予報精度が低かったこ

とがわかる。 
次に、バイアススコアを用いて、夏の降水予報頻

度に関する予報精度の経年変化を調べる。バイアス

スコア(図1.1.1(a))からは2001年当時で予報過多

であったことがわかる。2002年では、さらに予報頻

度が過多となりその後、徐々に減少した。2005年に

はバイアススコアは1を下回り予報頻度が過少とな

った。予報過少の傾向は2009年現在に至るまで続い

ている。2008年の夏は、バイアススコアが現業運用

開始以来最も低い値を示しており、最も予報頻度が

過少であった。 
夏の空振り率(図1.1.1(a))は緩やかな減少傾向に

あり、近年になるにしたがって徐々に小さくなって

いる。しかし2005年と2008年の空振り率は高く、

2008年の7月は2001年の7月に続く第2位の高い記

録となった。また2008年の8月は2002年の8月と同

じ水準の高い値となった。 
夏の見逃し率は、2001年から2009年で平均すると

約0.867(空振り率は約0.860)である。スコアの経年

変化に大きな傾向は見られない。2001年と2005年、

2008年の見逃し率は平均より高く、これらの中で

2008年の見逃し率は最も高かった(図1.1.1(a))。ま

た7月の見逃し率は2008年が2001年に続いて7月の

記録として第2位の高い記録(図1.1.1(c))、8月の見

逃し率は8月の記録として第1位の高い記録となっ

た(図1.1.1(d))。2001年から2009年にかけての夏の

降水予報のスコアの推移の中で2008年の夏の降水

予報は、他の年と比較して降水予報頻度が過少で見

逃し率が高かった。 
次に、2008年の予報精度低下の要因を天候の特徴

の観点から考察する。前述の予報精度の経年変化か

ら、ETSは、現業運用開始年の2001年を除くと2005
年と2008年が低く、2006年と2007年が高いことが

分かる。そこで、2008年の夏の天候の特徴と予報精

度との関係を調査するために比較対象期間として、

予報精度が良かった2006年と2007年の各夏(6～8
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月)と、予報精度が低かった2005年の夏を選ぶこと

とする。 
ここで選択した2005年から2008年までの夏の降

水予報精度の特徴を各夏の天候の特徴から説明す

るために、各夏におけるETSの地域分布(以下では

スコアマップと呼ぶ)を図1.1.2に示す。スコアマッ

プは、地域特性を把握しやすくするため検証格子間

隔40kmとし、前述の領域平均スコアよりも粗視化

している。また、閾値を20mm/3hに設定している。 
予報精度の低かった2005年のスコアマップは、全

国的にETSが低くランダム予報以下の評価となっ

た格子が多い。ただし、関東地方南部と南西諸島で

は僅かに精度の改善が見られる。このときの天候の

特徴は、「夏(6～8月)の天候」(気象庁 2005)による

と全般に平年並から早い梅雨明けとなっており、台

風に関しては「台風の発生は、10個で平年程度(平

年11.2個)だった。上陸は2個あり、平年程度(平年

1.5個)で、台風第7号と第11号がともに千葉県に上

陸した。南西諸島に接近した台風は4個で、平年程

度(平年4.4個)だった。」とある。このことから、2005
年の夏のスコアマップ(図1.1.2(a))の関東地方南部

と南西諸島におけるETSの改善は、MSMが台風に

よる降水を精度良く予報していたことを示唆して

いる。 
予報成績が良好であった2006年(図1.1.2(b))と

2007年(図1.1.2(c))のETS のスコアマップでは、南

西諸島を含め九州地方から関東地方の太平洋側や

中部地方の内陸部の格子で0.3を超えた。このような

ETSの高い領域は、南西諸島を含め九州から東日本

にかけての太平洋沿岸に集中していたことが分か

る。2006年の夏は、「夏(6～8月)の天候」(気象庁 
2006)によると梅雨前線の活動が活発で南西諸島か

ら東・西日本にかけての広範囲で大雨となった。特

に7月15日から24日かけて「平成18年7月豪雨」によ

って大きな災害がもたらされ、梅雨明け後も時々大

気の状態が不安定となって局地的に大雨となるな

ど、短時間強雨の発生が多く、1時間80mm/h以上の

猛烈な雨の発生回数は、1976年以来最多となった。

2007年の夏は、「夏(6～8月)の天候」(気象庁 2007)
よると、7月の上旬には活発な前線の影響で、九州

地方を中心に大雨となり、中旬には台風第4号が13
日に南西諸島を通過し、15日にかけて九州から本州

南岸を東進したため、南西諸島と東・西日本の太平

洋側を中心に大雨となった。2006年(図1.1.2(b))と
2007年(図1.1.2(c))のスコアマップに表れている太

平洋沿岸のETSの高い領域は、梅雨前線による降水

や台風による降水の予報精度が高かった可能性を

示唆している。 
2008年夏(図1.1.2(d))のスコアマップは全般的

にETSの低い格子が多かった。また、他の夏では、

限定的ではあってもETSが高い領域が見られたが、

そのような領域は無い。ただし、九州地方と四国地

(a)                                            (c) 

(b)                                            (d) 

図 1.1.1 2001 年から 2009 年までの閾値を 30mm/3h としたときの ETS（緑）、バイアススコア(Bias score、薄青)、

空振り率(FAR、赤)、見逃し率(Miss rate、濃青)。それぞれ(a)6 月から 8 月の 3 ヶ月平均、(b)6 月、(c)7 月、(d)8
月の 1 ヶ月平均。 
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方でETSが0.1～0.3程度の格子が分布していた。こ

の格子点数が多いことが、本項の冒頭で示したスコ

アの経年変化において、2005年6月と比較して2008
年6月のETSが僅かに高い原因である。「夏(6～8月)

の天候」(気象庁 2008a)によると梅雨前線は平年に

比べ活動が弱く、西日本を中心に太平洋高気圧の日

本付近への張り出しが強かったため、全国的に梅雨

明けが平年より早く、台風に関しては「台風の発生

は7個(平年11.2個)、日本に接近した台風4個(平年

6.2個)、うち本土(本州、北海道、九州、四国)への

接近は1個(平年3.1個)、沖縄・奄美への接近は2個
(平年4.4個)とそれぞれ平年を下回った(速報値)。」

とある。また、2008年の夏は各地で局地的大雨や豪

雨が数多く発生し、全国1205地点のうち59地点で、

日最大1時間降水量の観測史上1位の値を更新した

(気象庁 2008a)。局地的大雨や豪雨によって災害が

発生した関東地方や北陸地方、近畿地方では、ETS
が0に近く予報精度が悪かった(図1.1.2(d))。九州地

方で多少ETSが高いが、これは6月に九州地方に大

雨をもたらした梅雨前線を比較的良い精度で予報

できていた事例があったためである。 
2005年から2008年にかけてスコアが比較的高か

った検証格子は、いずれも台風や梅雨前線などの規

模の大きな擾乱による雨が多かった地域にみられ

た。2008年の天候の特徴は、そのような大規模擾乱

による降水自体が非常に少なかった。これは、スコ

アの経年変化(図1.1.1(a))が示した2008年の予報

精度の低下が、統計期間における天候の特徴に非常

図 1.1.2 (a)2005 年、(b)2006 年、(c)2007 年、(d)2008 の夏(6～8 月)の閾値を 20mm/3h としたときの ETS 分布。

(a) 2005 年夏                                (c) 2007 年夏 

(b) 2006 年夏                                (d) 2008 年夏 
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に強く依存することを示唆している。 
以上に2008年の予報精度の低下の要因を統計ス

コアと天候の特徴の観点から示した。ただし、成田

(2008)によって述べられているようにMSMの不安

定降水に対する予報精度が不十分であることは事

実である。2008年の夏の閾値20mm/3hを超えた降

水の観測回数とバイアススコアは、多くの検証格子

で予報頻度が過少となっており、陸上では予報過多

となった格子は非常に少なく、観測回数も非常に少

なかった(図略)。2008年の夏は全国的に降水の予報

頻度が非常に少なく、局所的な不安定降水をMSM 
が適切に表現できていた事例は非常にまれであっ

たことが推察される。 
 

1.1.2 検証と分析 

2008年のMSMの降水予測では、不安定降水の再

現性が非常に低かった。ここでは、MSMの降水予

測を事例ごとに分析を行いその原因を調査する。社

会的な影響の大きさなどを勘案して7月28日の北

陸・近畿地方、8月5日の東京都、平成20年8月末豪

雨の3事例を対象とする。 
分析ではMSMが提供する高頻度予報の特性につ

いても明らかにしたい。ただし、我々が得ることの

できる予報結果全てを分析して、その特性を示すこ

とは議論を複雑化する。さらに異なる初期時刻から

の複数の予報が利用できる場合、それらが、真値に

対して偏りが無い良いばらつきを持つとは考えに

くい。そこで、まず幾つかの集合への分類を試みる。

その分類結果を用いて、それぞれの降水予報特性の

分析を行うこととする。 
本節では、異なる初期時刻の予報を分類するため

にクラスタ分析手法を用いる。クラスタ分析は、複

数の変数をもつ多変量データ(以下では個体と呼

ぶ)の類似度を評価する手法の一つである。ここで

は、評価対象である個体群を異なる初期時刻の複数

の予報とみなし、その個体群がもつ多変量 ikX を領

域内の格子点における降水量と定義する。また、添

え字 i は個体を、添え字 k は変量を一意的に示して

いる。個体数 i のとり得る最大の数は、評価する予

報の数とし、変量 ikX の総数は格子数 nk = とする。

判定基準はユークリッド平方距離 
 

( )
2

1

2 ∑
=

−=
n

k
jkikij XXd                      (1.1.1) 

 
を用いる。この 2

ijd は個体同士の非類似度を表してい

る。そのため値が小さければ小さいほど類似度が高

27 日 18UTC 

図 1.1.3 2008 年 7 月 27 日 18UTC から 28 日 09UTC の解析雨量(mm/3h)。 

27 日 21UTC 

28 日 00UTC 

28 日 03UTC

28 日 06UTC

28 日 09UTC
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い。また、クラスタ併合に用いた手法は、階層的方

法の一つであるウォード法を採用した。ウォード法

は、一般的に良く用いられており分類感度が高いと

される。 
なお以下では、簡単のためMSMの初期時刻2008

年7月27日15UTCの予報をMF072715と呼び、

FT3-9といった表記は、該当する予報及び観測が属

するクラスタを示すものとする。例えば、予報対象

時刻2007年7月28日00UTCの予報及び観測を分析

する場合を考えると、FT3-9は、MF072721のFT=3
とMF072715のFT=9が属するクラスタを意味する。

また以後の分析には、初期時刻03, 09, 15, 21UTCの

33時間予報のみを用いることとする。 
 

1.1.3 7月28日の北陸・近畿地方の例 

2008年7月28日00UTCにおいて、日本海北部に上

空に寒気を伴った低気圧があり、停滞前線が山陰沖

から東北地方南部にかけてのびていた。この停滞前

線は次第に南下し活動が活発化した。北陸地方から

近畿地方にかけて、停滞前線の南下に伴い局地的大

雨や集中豪雨が発生した。この集中豪雨によって石

川県では、浅野川が氾濫し多くの被害をもたらした。

また、山陰沖で急激に発達した積乱雲はメソ対流系

を形成し、近畿北部に局地的大雨をもたらす要因と

なった。神戸の都賀川では、この局地的大雨によっ

て急激な増水が引き起こされ水害による被害が発

生した。北陸地方と近畿地方に局地的大雨と豪雨を

もたらした降水系の推移を図1.1.3に示す。 
 

(1) 異なる初期時刻からの予報結果の分析 

複数の予報結果を分類するためにクラスタ分析

を行う。分析対象時刻は、2008年7月28日00UTCと

する。この対象時刻には、石川県で解析雨量が

200mm/3h以上を記録しているなど停滞前線の活動

が活発化し大雨が発生している。分析対象領域は、

中部地方及び近畿地方に限定した。MSMの予報領

域全てを分析対象領域とすると、対象とする降水系

の特徴が変量の増加に伴い平滑化される。分析対象

領域の限定は、この平滑化による分類感度の低下を

避けるためである。また海上であっても解析雨量の

解析範囲であれば降水を変量として考慮すること

とした。 
クラスタ分析を用いて、異なる初期値をその類似

度に応じて分類した結果が図1.1.4の樹状図である。

MF072721、MF072715、MF072709が属するクラ

スタ「FT3-9-15」、観測(解析雨量)の「OBS」2、

MF072703の「FT21」、MF072621の「FT27」と

MF072615の「FT33」に分類できる3。表1.1.1にク

ラスタ名に対応する初期時刻及び観測を示す。 
 

表 1.1.1 2008 年 7 月 28 日 00UTC を対象とするクラス

タ名とそれに属する予報または観測 

クラスタ名 予報・観測 
FT3-9-15 MF072721, MF072715, MF072709 
FT21 MF072703 
FT27 MF072621 
FT33 MF072615 
OBS 観測 
 
それぞれのクラスタが、どのような降水予報特性

によって分類されたのかを確認するため、降水予報

精度の検証を行った。図1.1.5は、バイアススコア(図

1.1.5(a))とETS(図1.1.5(b))の時系列グラフであ

る。検証領域は、クラスタ分析を行った限定分析領

域と等しい。閾値は10mm/3hとし、横軸は分析対象

時刻である28日00UTCを基準とした。バイアススコ

ア(図1.1.5(a))から、28日00UTCにおいてクラスタ

FT27とFT33は予報過多であったこと、FT3-9-15と
FT21は予報過少であったことが分かる。予報対象時

刻から初期時刻が近い、つまり新しい予報で予報頻

度が少なく、初期時刻が遠い予報で領域内の降水頻

度が多かったことになる。特に、予報後半(FT27や
FT33)では、降水量の閾値によらず予報過多であっ

た(図略)。 
またETS(図1.1.5(b))は、FT21とFT33が比較的

大きい値であり、それ以外は非常に小さい。FT27
のスコアが低くなっている原因は、前線帯の位置ず

れが大きいためと考えられる。これらのスコアは、

FT21、FT27とFT33が同一クラスタに属さない理由

を端的に示している。ここに、簡単のため予報過多

の集合と降水の位置ずれが大きいという2つの集合

を仮定する。FT21は、それら2つの和集合に対する

補集合に属することとする。FT27とFT33が予報過

多に属し、FT27は降水の位置ずれが大きい集合にも

属する場合、FT21、FT27、FT33はそれぞれ異なる

                                                      
2 予報を分類するという趣旨には沿わないが、参考のため

観測も分析対象個体として扱っている。 
3 後述の検証スコアを考慮して、FT21 を FT3-9-15 と同

一クラスタに分類していない。 

図 1.1.4 予報対象時間７月 28日 00UTCの降水分布の

樹状図。結線の長さは統合されたクラスタ間の距離に

比例している。 
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部分集合に属することになる。なお、本章における

クラスタ分析では、分析領域を限定することで、こ

れらの部分集合の特徴に関する感度を高くしてい

る。スコアの推移に着目すると、予報対象時刻26日
03UTCから26日12UTC(図1.1.5の横軸では-21～
-12時間)の内陸部における不安定降水を全く予報で

きていないことと、近畿地方の降水予報が不十分で

あったことはいずれの予報でも共通であった(図

1.1.5の横軸では+6時間)。前者は、MSMが不安定降

水の表現を苦手とすること(成田 2008)、後者は、

初期値もしくは予報初期において山陰沖の降水が

うまく再現できていないことが問題となっている

と考えられる。 

クラスタ分析による分類の妥当性を確認するた

め28日00UTCの解析雨量と予報の降水表現を比較

する。比較対象とする予報は、予報過多であったク

ラスタFT27のMF072621(図1.1.6(a))と、予報過少

であったクラスタFT3-9-15から選んだMF072715 
(図1.1.6(b))である。この2つの初期時刻の予報を観

測(図1.1.3)と比較すると、明らかに領域内の降水が

MF072715では不足していることがわかる。 
降水予報は、大気水蒸気量の予測精度と密接に関

係する(津口・成田 2009)。そこで、各予報の大気

の水蒸気量を比較しクラスタ毎の特徴を確認する。

図1.1.7は、水蒸気混合比の鉛直プロファイルの予報

と高層観測の差分を示している。対象時刻は、28日

図1.1.5 MF072615からMF072721までの(a)バイアススコアと(b)ETSの時系列。横軸は2008年7月28日00UTC
を基準とした時間差を表す。 

図 1.1.6 予報対象時刻 2008 年 7 月 28 日 00UTC の予

想降水量(mm/3h)。(a)MF072621、(b)MF072715。

(a) MF072621

(b) MF072715

図 1.1.7 異なる初期値の米子における混合比(g/kg)の
予測精度。予報対象時刻は、2008 年 7 月 28 日 00UTC。

各初期値の予報(表 1.1.1 を参照)とゾンデ観測の差の

鉛直プロファイル。横軸は各初期時刻と予報対象時刻と

の差。 

(a)                                                 (b) 




